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は じ め に

大分県では、障がいのある子どもたちの特別支援教育について、障がいの種別・

程度等に応じて、特別支援学校、小・中学校の特別支援学級若しくは通級指導教室

又は幼稚園、小・中学校及び高等学校の通常の学級において、一人一人の教育的ニ

ーズに応じた適切な指導及び必要な支援ができるよう取り組んでいます。

国においては、平成１７年１２月に取りまとめられた中央教育審議会答申「特別

支援教育を推進するための制度の在り方について」を踏まえ、平成１９年４月１日

に「学校教育法等の一部を改正する法律」が施行されました。

その内容は、「児童生徒等の障がいの重複化に対応した適切な教育を行うため、

盲・聾・養護学校から障がい種別を超えた特別支援学校とする」、また、「小・中

学校等においては、学習障がい（ＬＤ）・注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）等を

含む障がいのある児童生徒等に対して適切な教育を行うこと」等、障がいのある人

の人権及び尊厳を保護・促進するという世界的な流れに沿って、特別支援教育を一

層推進することを制度面から保障するものです。

本県においても、支援を必要とする子どもたちの自立と社会参加に向け、今以上

にきめ細やかな教育的支援を行っていくことが重要であることから、平成１８年５

月に有識者により構成する「大分県特別支援教育推進検討委員会」を設置しまし

た。検討委員会は、新しい時代に対応した特別支援教育の在り方について、地域別

説明会やパブリックコメント等を通じていただいた県民の皆様からの御意見も十分

参考にしながら審議を重ね、報告書が平成１９年１０月に提出されたところです。

本計画は、大分県特別支援教育推進検討委員会からの報告等を参考にして、今後

の特別支援教育の推進について策定したものです。

県教育委員会においては、この計画に基づいて特別支援教育の推進に取り組んで

まいりますので、県民の皆様の御理解と御協力をいただきますようお願い申し上げ

ます。

平成２０年３月

大分県教育委員会教育長

小 矢 文 則
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Ⅰ 大分県立特別支援学校の再編整備

１ 背景

平成１９年４月１日施行の学校教育法等の一部を改正する法律により、それまで

の「盲・聾・養護学校制度」が、１校で複数の障がい種を教育の対象とすることが

できる「特別支援学校制度」に改められた。

また、本県では、幼児児童生徒数の推移、障がいの重度・重複化の傾向等に伴

う、適正な学校規模及び学科編制の在り方等の観点から、特別支援学校の再編が必

要となってきている。

２ 計画の期間

計画の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間とする。

３ 基本的な考え方

新たに創設された特別支援学校制度を本県で有効に活用する観点、教育活動を行

う上で適正な学校規模及び学科編制等とする観点、また、長時間通学を解消し、児

童生徒及び保護者の負担を軽減する観点等から再編整備計画を策定する。

ついては、再編整備に伴い、新たに教育の対象とする障がい種の幼児児童生徒を
受け入れるための条件整備や、従来各学校で行ってきた教育内容もさらに充実する

ことに留意する。

なお、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）及び高機能自閉

症等の発達障がいの児童生徒は特別支援学校の対象とはならない。

４ 計画

（１）特別支援学校別計画

（大分県立盲学校）ア 視覚障がいを教育の対象とする特別支援学校

①対象とする障がい種の拡大
○平成２１年度から、知的障がいを主たる障がいとし視覚障がいを併せ有

する児童生徒も受け入れる。

②学科の再編

○平成２３年度から、高等部本科の保健理療科の募集を停止する。
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（大分県立聾学校）イ 聴覚障がいを教育の対象とする特別支援学校

①対象とする障がい種の拡大

○平成２３年度から、高等部本科及び専攻科で、知的障がい者も受け入れ

る。

②学科の再編

〈高等部本科〉

○平成２３年度から、産業工芸科、被服科及び理容科の募集を停止する。

聴覚障がい者対象の普通科と職業科を新設する。

知的障がい者対象の職業科を新設する。
職業科は、ニーズに応じたコース編制とする。

〈高等部専攻科〉

○平成２３年度から、工芸科、被服科及び理容科の募集を停止する。

聴覚障がい者対象の職業科を新設する。

知的障がい者対象の職業科を新設する。

職業科は、ニーズに応じたコース編制とする。

ウ 知的障がいを教育の対象とする特別支援学校

（大分県立宇佐養護学校・日出養護学校・南石垣養護学校・庄内養護学校

・新生養護学校・大分養護学校・臼杵養護学校・佐伯養護学校・竹田養

護学校・日田養護学校）

①対象とする障がい種の拡大

○平成２１年度から、肢体不自由を主たる障がいとし知的障がいも併せ有

する児童生徒も受け入れる（南石垣養護学校以外の９校）。

○平成２４年度から、新生養護学校で、肢体不自由のみを有する児童生徒

も受け入れる（適正な学級規模が編制できる場合）。

②学部・学科の再編

○平成２０年度に、大分養護学校に高等部を設置する。

○平成２４年度に、宇佐養護学校、南石垣養護学校、新生養護学校及び大

分養護学校の高等部に職業科又は職業コースを新設する。

③分校の新設

○平成２１年度に、宇佐養護学校中津校（仮称）を、中津商業高校校舎を

活用して新設する。

（受入学部：２１年度小学部、２２年度中学部、２３年度高等部）

④通学方法の改善

○平成２０年度に、宇佐養護学校、大分養護学校及び日田養護学校に、ス

クールバスを増便する。

○平成２１年度に、日出養護学校及び竹田養護学校に、大型タクシー等を

配置する。
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エ 肢体不自由、病弱を教育の対象とする特別支援学校

（大分県立別府養護学校・鶴見養護学校・石垣原養護学校）

①学校の再編

○平成２２年度に３校を統合する。

別府養護学校を本校とし、鶴見養護学校を別府養護学校鶴見校（仮称）

に、石垣原養護学校を別府養護学校石垣原校（仮称）にする。

②学部の再編

○平成２２年度に別府養護学校鶴見校（仮称）に高等部を設置する。

③教育の対象とする障がい種の再編

○平成２２年度から次のとおりとする。

学 校 障がい種別（通学等状況）

（通学生・寄宿舎生）別府養護学校（本校） 肢体不自由

（通学生）病 弱

※通学生には別府発達医療センターに入所又は

西別府病院に入院している児童生徒のうち、

通学可能な者を含む。

別府養護学校鶴見校（仮称） 肢体不自由

（別府発達医療センターに入所している幼児児童生徒）

※別府養護学校に通学可能な者を除く。

別府養護学校石垣原校（仮称） 病 弱

（西別府病院に入院している児童生徒）

※別府養護学校に通学可能な者を除く。

※上記内容を原則とし、特別な事情がある場合には、幼児児童生徒にとって最適な就

学先を検討する。

④学級の再編

○平成２２年度から、石垣原校では、従来の慢性疾患、筋ジストロフィー

及び重症心身障がいの病類による学級編制は廃止し、単一障がい学級と

重複障がい学級のみに再編する。
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（２）年度別計画

計 画 内 容

２０年度 ○大分養護学校に高等部を新設する。

○宇佐養護学校、大分養護学校及び日田養護学校にスクールバスを増便する。

２１年度 ○宇佐養護学校中津校（仮称）を中津商業高校校舎を活用して新設し、小学部を

開設する。

○盲学校で、重複障がい（知＋視）者も受け入れる。

○知的障がいの特別支援学校９校で重複障がい（肢＋知）も受け入れる。

○日出養護学校及び竹田養護学校に大型タクシー等を配置する。

２２年度 ○宇佐養護学校中津校（仮称）に中学部を開設する。

○別府３校（別府養護学校・鶴見養護学校・石垣原養護学校）を再編する。

○各特別支援学校の学校名を変更する。

２３年度 ○宇佐養護学校中津校（仮称）に高等部を開設する。

○盲学校の高等部本科の保健理療科を募集停止する。

○聾学校の高等部本科の産業工芸科・被服科・理容科の募集を停止し、聴覚障が

い者対象の普通科と職業科及び知的障がい者対象の職業科を新設する。

○聾学校の高等部専攻科の工芸科・被服科・理容科の募集を停止し、聴覚障がい

者対象の職業科及び知的障がい者対象の職業科を新設する。

２４年度 ○宇佐養護学校・南石垣養護学校・新生養護学校・大分養護学校の高等部に、職

業科又は職業コースを新設する。

○新生養護学校で、肢体不自由（単一）を受け入れる。
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Ⅱ 幼稚園、小・中学校、高等学校における特別支援教育の充実

１ 背景

平成１９年４月１日施行の学校教育法等の一部を改正する法律では、幼稚園、

小・中学校、高等学校において、教育上特別の支援を必要とする幼児児童生徒に

対し、障がいによる学習上又は生活上の困難を克服するための適切な教育を行う

ことが規定された。

文部科学省の平成１４年度全国調査では、小・中学校の通常の学級に、学習障

がい（ＬＤ 、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）及び高機能自閉症等の発達障）

がいの児童生徒が在籍する可能性は、約６．３％とされている。本県における平

成１８年度調査での在籍率は約１．６％であるが、特別な支援を必要とする児童

生徒等について、各学校が、保護者や福祉・医療・労働及び保健等関係機関と連
携して、適切な指導及び必要な支援を行う必要がある。

２ 基本的な考え方

従来の特殊教育の場であった、特別支援学級等の充実に加え、新たに特別支援

教育の対象となった発達障がいのある幼児児童生徒への支援も重要である。

発達障がいのある幼児に早期から支援を行うことは、二次障がいを防止する観

点からも重要である。また、高等学校にも発達障がいのある生徒が在籍している

、 。ことから 乳幼児期から学校卒業後までの一貫した支援ができるように取り組む

なお、障がいのある児童生徒の就学については 「就学基準」により、障がい、

の程度に応じて定められており、一人一人の特別な教育的ニーズに応じた適切な
教育がなされなければならない。

３ 計画

（１）幼稚園及び小・中学校における特別支援教育の充実

ア 校（園）内支援体制の整備

各市町村教育委員会が所管する学校について、校（園）内委員会の設置、

特別支援教育コーディネーターの指名、個別の指導計画の作成、個別の教育

支援計画の策定、巡回相談及び専門家チームの活用等、校（園）内支援体制

の強化に取り組めるよう継続して支援する。

イ 特別支援学級の充実

小・中学校の特別支援学級は、平成１８年度まで１０年以上の間、２６３

学級であったが、平成１９年度は、２７３学級に増加した。
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今後も、特別支援学級での教育の対象となる児童生徒数の推移及び他県の

設置率等を見ながら、実情に即した設置を進める。

ウ 通級指導教室の充実

、 、 （ ）従来の 言語障がい及び難聴に加え 平成１８年度から学習障がい ＬＤ

及び注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）を対象とする教室を設置している。

今後も、通級指導教室での教育の対象となる児童生徒数の推移等を見なが

ら、実情に即した設置を進める。

エ 市町村特別支援連携協議会設置の促進

市町村における特別支援教育の体制づくりを促進するため、企画・調整・

支援等を行う部局横断型の市町村特別支援連携協議会の設置を促進する。

（２）高等学校における特別支援教育の充実

各学校において、校内委員会の設置、特別支援教育コーディネーターの指

名、個別の指導計画の作成、個別の教育支援計画の策定、巡回相談及び専門

、 。家チームの活用等 校内支援体制の強化に取り組めるよう継続して支援する

現行制度では、高等学校には特別支援学級及び通級指導教室が設置できな

いことから、県立学校の校内支援体制の整備と実施内容の充実に取り組むこ

とで適切な指導及び必要な支援を行う。

（３）施設設備等の充実

地域の幼稚園、小・中学校及び高等学校で、障がいのある児童生徒等の受

入に必要な施設設備の整備について、可能な支援を行う。
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Ⅲ 教職員の資質向上

１ 背景

教育職員免許法に規定されている「当分の間、特別支援学校の教員は、特別支

援学校教諭免許状の保有を要しない」こととしている附則を廃止すべきであると

の内容が平成１７年１２月の中央教育審議会答申に記載されている。特別支援教

育に関する専門性を担保するものとして、特別支援学校教諭免許状保有の重要性

を示したものと言える。

本県の保有率は、平成１９年度において、特別支援学校の小・中学部の教員

は、９３．４％、高等部は、６７．２％である。また、小・中学校の特別支援学

級担任については、２８．６％となっている。

２ 基本的な考え方

本来、特別支援教育に携わる教員は、特別支援学校教諭免許状を保有している

者を配置すべきであるが、保有者数の状況等から、必ずしも免許保有者が配置さ

れているわけではないので、保有率の向上に取り組む。

また、幼児児童生徒の障がいの多様化、重度重複化に対応できる教員の専門性

を向上させるため、研修内容の充実を図る。

３ 計画

（１）特別支援学校教諭免許状の保有率の向上

特別支援教育に関する専門性を確保するための、免許状保有の必要性を周

知するとともに、教員免許認定講習等を活用して「新大分県教育総合計画」

の目標指標に基づく保有率の向上を図る。

＊新大分県教育総合計画の目標指標（平成１８年６月策定）

指 標 名 目 標 値

平成２２年度 平成２７年度

特別支援学校教諭免許 小・中学部 ９５％ １００％

状の保有率 高等部 ６０％ １００％

小・中学校（特別支援学級担当教員） ６０％ １００％

※特別支援学校高等部は、平成１９年度に２２年度の目標値達成済み（６７．２％）。

（２）採用・人事における取組

障がいのある幼児児童生徒への一貫した高いレベルの教育を実施する観点

から、以下の点について配慮する。
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ア 採用

特別支援学校については、特別支援教育に関する専門性を有し、意欲のあ

る教員を確保する観点から、教員採用選考試験において、現在も導入してい

る特別支援学校枠での採用を継続する。

イ 人事

小・中学校、高等学校から特別支援学校への異動については、特別支援学

校教諭免許状保有者や、特別支援教育に取り組む適性及び意欲を有する者を
特別支援教育に携われるよう配置する。

また、小・中学校の特別支援学級の担当者については、校内の支援体制を

整備した上で、可能な限り特別支援教育に継続して取り組めるようにする。

（３）研修の充実

幼児児童生徒の障がいの多様化、重度重複化に対応するため、教育機関や

校内において以下の観点から研修内容の充実を図る。

①特別支援教育担当教員の専門性の向上

②特別支援教育コーディネーターの専門性の向上

③管理職の学校運営に係る特別支援教育への取組

④教職員への理解啓発
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１１月１日は
おおいた教育の日


